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1． 内容の概要：21年、22年ともに上方修正 

4月 6日、国際通貨基金（ＩＭＦ）は世界経済見通し（ＷＥＯ；World Economic Outlook）を公

表し、内容は以下の通りとなった。 

【世界の実質ＧＤＰ伸び率（図表 1）】 

・2020年は前年比▲3.3％となり、1月時点の見込み（同▲3.5％）から上振れ 

・2021年は前年比+6.0％となる見通しで、1月時点の見通し（同+5.5％）から上方修正 

・2022年は前年比+4.4％となる見通しで、1月時点の見通し（同+4.2％）から上方修正 

（図表 1） 

 

（図表 2） 

 

 

2． 内容の詳細：国によって回復力に差 

ＩＭＦは、今回の見通しを「広がる復興の差 回復を進める（Managing Divergent Recoveries）」

と題して作成した1。 

世界経済成長率は、21年の見通しを 0.5％ポイント、22年の見通しを 0.2％ポイント上方修正し

ている。その理由としては、米国をはじめとした一部大国での追加財政出動と年後半以降のワクチ

ン普及による景気回復への期待がある。また、その後は恒久的な供給力低下の影響や、高齢化に伴

う労働力伸び率の低下、中国の安定成長への移行などにより、中期的な成長率は 3.3％程度になる

としている。その結果、2024 年時点の世界ＧＤＰの水準は、コロナ禍前の 20 年 1 月時点で想定さ

 
1 同日に同じ題名でブログを公表している。ワクチン接種や新しい働き方への適応、米国などでの追加財政支援によって見通しが改善

している一方、ワクチン普及の遅さ、政策支援の小ささ、観光依存度の大きさなどで回復が順調に進まず、各国間や国内での回復の差

が開きつつあることに言及している。また生活水準格差として、先進国と新興国、低所得国の間に所得格差が生じていることや、国内

における若年労働者や低技能労働者、女性への被害の大きさにも触れている。 
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れていたよりも 3％弱小さくなるとしている。 

 

また回復力の強さは国によって異なり、感染状況、

接触を伴う産業のシェアなどコロナ禍の影響の受け

やすさ、国際化による波及効果、恒久的被害を防ぐた

めの政策的支援の実効性といったことに依存する。 

実際、実質ＧＤＰの水準がコロナ禍前（2019年）を

超える年は、データが公表されている 195か国でばら

つきが見られる（図表 3）。主要国では、中国がすでに

20 年にコロナ禍前を回復、米国やインド・ロシアは

今年のコロナ禍前回復が見込まれており相対的に回

復が早いと言える。一方で、英国やイタリアはコロナ

禍前の水準を回復する時期は 2023 年以降と予想されており、回復は遅い。総じて、欧州地域では

20年の落ち込みが深く回復力も弱い予想となっている（図表 4）。 

 

ＩＭＦでは見通しについては全般的な不確実性と各種のリスクがあると言及している。 

全般的な不確実性は「感染の動向」であるとして、ワクチン接種が進めば経済も回復すると見ら

れるが、変異株に対するワクチンの有効性には不確実性があり、接種の遅れがワクチン耐性の変異

株を発生させる可能性もあると指摘する。 

具体的な下振れリスクとしては、「感染の再拡大（ワ

クチン耐性の変異株、ワクチン生産の遅れを含む）」

「金融市場の不安定化（長期金利上昇やインフレ圧力

の要因含む）」「後遺症（scarring）の長期化」「社会

不安の高まり」「自然災害の頻発」「地政学・貿易・技

術的リスク（米中対立など）」を挙げている。 

一方、上振れリスクとしては、「ワクチン生産・普

及の加速」「想定以上の財政出動効果」「国際協調政策

（ワクチン接種の協調など）」を挙げている。 

また、ＩＭＦはこれらのリスクバランスについて、短期的には中立、長期的には上方に傾いてい

（図表 3） 

 

（図表 4） 

 

（図表 5） 
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ると評価している。 

こうしたリスクを踏まえて、主にワクチン普及のペースに応じた 2種類の代替シナリオを用意し

ている（図表 5）。成長率は楽観シナリオでは、21年に 0.5％ポイント弱、22年に約 1％ポイント上

振れるのに対して、悲観シナリオでは 21年に約 1.5％ポイント、22年に約 1％ポイントほど下振れ

る。 

 

最後に、今回の見通しでは特集として商品市場の動向と見通しにも触れている（図表 6）。 

原油などのエネルギー価格については景気回復期待による需給要因によって上昇しており、これ

までのような原油やガス生産への投資が控えられた場合など、エネルギー価格は上昇リスクに傾い

ていると指摘している。 

金属価格は米国の財政政策を背景に、中国やその他

先進国で製造業が急回復したことで上昇しており、一

部金属では電気自動車の需要増といった上昇要因が

指摘されている。 

食料品価格も、大豆において米国や南米の収穫量が

少なく、中国で需要が増加したこと（アフリカ豚熱後

の需要増など）、小麦において米国冬小麦地帯での寒

波やＥＵの収穫量が少なかったことや備蓄需要の高

まったことを受けて上昇したと指摘する。 

この他、ＩＭＦでは食料安全保障の観点からの分析がされており、特に低所得国では所得の減少

や食料価格の上昇が栄養不足人口を増加させる点に触れ、政府が食料価格上昇への安全網の強化す

ることへの重要性などを指摘している。 

（図表 6） 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提

供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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